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ま え が き 

 

 我が国の人口は、平成 20 年をピークに減少しており、今後も減少が見込まれている。こ

のような人口減少社会の中で社会の活力を維持し、持続的な成長を実現していくためには、

高年齢者や女性が活躍できる機会を確保し、その能力が十分に活かせるようにすることが不

可欠である。特に、人口の高齢化の進行を踏まえると、多様な形態で高年齢者の雇用・就業

を促進していくことが重要である。 

 既に、平成 24 年に、高年齢者雇用安定法が改正され、企業における希望者全員の 65 歳ま

での雇用確保措置の制度化を図られたところである。しかしながら、人口減少社会において

企業は生産性の向上を求められており、特に 60 代前半層の雇用においては、大幅な賃金低

下を伴う場合も多く、高年齢者が納得して働ける人事管理制度の構築が課題となっている。 

 また、団塊の世代は平成 24 年から 65 歳に到達しはじめ、すでに多くの人が企業における

継続雇用の終了を迎えている。大きなボリュームのある高年齢者層が既にセカンドライフの

段階に入ってきている中で、今後、65 歳以降においても、働く意欲のある高年齢者が、年齢

にかかわりなくその能力や経験を活かして生涯現役で活躍し続けられる社会環境を整えてい

く必要があり、企業の果たす役割は大きい。 

 このような問題意識の下、今般、高年齢者雇用に関する企業調査を実施し、その取りまと

めを行ったところである。 

 本書が、企業経営者、労働者、政策担当者をはじめ、高年齢者の雇用・就業問題に関心の

ある方々に活用され、今後の高年齢者の就労促進に資することがあれば幸いである。 
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